
（仮称）第２期君津地域広域廃棄物処理事業の検討状況について 

市民環境部 

１ ＰＦＩ方式による事業の実施について 

行政の効率化と公的財政の健全化の必要性から、平成１１年に制定された「民間資金

等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（以下「ＰＦＩ法」という。）

は、公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資金とノウハウを活用し、

公共サービスの効果的な提供を図るという理念に基づくものであり、（仮称）第２期君津

地域広域廃棄物処理事業基本構想においても、「ＰＦＩ方式を検討する。」としている。 

一方で、「今後国の交付金の枠組みが変更となり、第３セクターへの直接交付が可能と

なった場合には、現事業方式の継続も検討する。」としているが、現時点では、国との情

報交換において、交付金の枠組み変更の情報は得られていない状況である。

平成３９年度の次期施設供用開始を確実に進めるため、君津地域４市では、現時点で

方向性を決定し、早急に事業に着手する必要があると判断し、ＰＦＩ方式を採用するこ

ととする。 

２ 民間提案方式によるＰＦＩ事業の実施について

通常のＰＦＩ事業の進め方においては、公共側により事業の発案・基本計画策定・実

施方針案の策定等を行ったうえで、特定事業を実施する事業者の選定をするが、ＰＦＩ

法第６条では、公共側の負担軽減と民間活力の一層の活用を図るため、民間事業者から

の提案により、実施方針の策定までを行う方式が定められている。 

※ 参考【ＰＦＩ法 抜粋】（実施方針の策定の提案） 

第６条 特定事業を実施しようとする民間事業者は、公共施設等の管理者等に対し、当該特定事 

業に係る実施方針を定めることを提案することができる。この場合においては、当該特定事業 

の案、当該特定事業の効果及び効率性に関する評価の結果を示す書類その他内閣府令で定める 

書類を添えなければならない。 

２ 前項の規定による提案を受けた公共施設等の管理者等は、当該提案について検討を加え、遅 

滞なく、その結果を当該民間事業者に通知しなければならない。 

この方式は、検討期間の短縮に大きな効果があり、現時点での見込みでは１年半程度

の期間短縮が期待できる。 

今後、平成３９年度からの次期施設の稼動に向け、ＰＦＩ法に沿った事業を進める中、

公共側の負担が少なく、かつ事業期間の大幅な短縮が期待でき、君津地域４市にとって

大きなメリットになる民間提案による方式を採用することとする。 

※ 別紙１（提案制度の概要）及び別紙２（スケジュール表）参照 

平成３０年９月２１日　君津市議会全員協議会報告案件　資料２



３ ＰＦＩ事業におけるＢＯＯ方式の採用について

ＰＦＩ方式による次期施設の建設、運営を進めるのに際し、ＰＦＩ方式のうちＢＯＯ

方式を採用することとする。 

ＢＯＯ方式は、民間事業者が自ら資金を調達し、施設の整備を行い、当該施設を所有

し、運営を行う方式であり、ＰＦＩ事業期間終了後も、民間事業者が施設を継続所有し

て公共には譲渡せず、その後の公共サービスは、契約の継続あるいは別途定める契約に

よって継続するものである。 

この方式は、事業全般の裁量を民間事業者に委ねるため、民間事業者のノウハウを最

も反映しやすく、事業者は、施設所有者として、施設の性能、機能を維持するための義

務を負うため、柔軟に予防保全の実施、有事の際の的確な対応、創意工夫が図られるこ

とが期待できる。 

さらに、施設の瑕疵及び運営の瑕疵に関する責任を民間事業者に一元化することがで

きる方式であることから、高度な技術の集合体であり、また、その運転管理についても

専門的ノウハウが不可欠である廃棄物処理施設の建設運営にはもっとも合理的であると

考える。 

※ 別紙３（各事業方式の比較表）参照 

４ 民間事業提案の条件 

ＰＦＩ法第６条による事業提案の公募は、本年１０月１日から木更津市に設置する準

備室において、（仮称）第２期君津地域広域廃棄物処理事業基本構想に基づき募集するこ

ととする。 

(1) 事業実施用地 

提案者は、君津市・富津市・袖ケ浦市の３市内から、事業を実施するために十分な

面積を有する事業実施用地を自ら選定するものとする。 

 (2) 事業方式 

   ＢＯＯ方式とする。 

(3) 処理方式 

幅広いごみ質に対応でき、構成市の最重要課題である資源化の促進と最終処分量の

極小化に資する処理方式とする。 

(4) 供用開始 

平成３９年（２０２７年）４月予定とする。 

(5) ＳＰＣへの財政上の支援 

ＰＦＩ事業により、民間活力を最大限活用しつつ、廃棄物処理に係る自治体の責務

を果たし、運営の監視等に有効であることから、将来的にＳＰＣ（特別目的会社：Ｐ

ＦＩ事業を実施するための企業）へ構成市が出資することを想定する。 



５ 民間事業提案のスケジュール

   募集要領公表     平成３０年１０月中旬 

   提案書類の受付    平成３１年 １月中旬 

   提案書の審査     平成３１年 １月中旬から平成３１年 ３月中旬 

   提案結果の通知・公表 平成３１年 ３月下旬 

   実施方針の策定・公表 平成３１年 ４月以降 
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